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Ⅰ．はじめに

20 世紀の最後の 20 年間にANIEs，ASEAN

は急速な経済成⻑を⺬すことで，世界の⽿⽬を

集め，多くの関連研究者，機関の⼿によって個

別の成⻑産業の調査・研究が積み重ねられてき

た。中でも⾃動⾞産業研究における蓄積は厚

く，わが国では⽇系⾃動⾞メーカーの進出を焦

点として部品調達，⽣産管理，技術トランス

ファー，⼈材育成等，多岐にわたった研究が進

展してきた。そして地域的な関⼼は ANIES，

ASEANから中国，インドへと移りつつある。

この移⾏の背景には外資系企業の進出⽬的と関

⼼において，過去とは決定的に⼤きな違いがあ

る。

外資にとって，かつてのASEANのようにま

ず輸出⽣産拠点として進出するという前提では

なく，中国，インドが将来的に広⼤な国内市場

と潜在的な⾃動⾞購買⼒を有するようになると

いう，国内市場での販売が進出⽬的と関⼼にお

いて⼀致したものとなっており，とりわけ近年

のインドにおいてはこの傾向は著しいものと

なっている。第三国への完成⾞輸出は⼆の次で

あって，既に「現在進⾏形」として 1991 年の経

済⾃由化以後の安定した経済成⻑率（年率

5-7％）の下で，国内販売台数が順調に伸び，購

買意欲が⾼まっている中で，インドでは⼀段と

モーターリゼーションが加速しつつある。

1990 年代の経済⾃由化の進⾏とともに，外資

を含めて 2000 年以降 17 社を数えるようになっ

たインドの⾃動⾞産業の成⻑の背景には，K.

Narayanan が計量的な分析を通じて強調して

いるように 80 年代以降，スズキの進出を⽪切

りに斯業の第⼀段階における規制緩和と並⾏し

て，外資を通じた部分と各インド系企業内にお

ける技術獲得を通じて，これらインド企業の競

争⼒を決定付ける最⼤の要因となったが，外資

系メーカーの成功の⽅がより顕著であったとい

うことも看過することはできない（Cf.

Narayanan ［1997］）。つまり現状の⾃動⾞産

業と⾃動⾞市場の成⻑には外資の存在が⽋かせ

ず，現在もその点においては変わりはない。し

かし，その⼀⽅でタタ・モーターズのような総

合⾃動⾞メーカーも急速な追い上げを⾒せつつ

あることも事実である。

こうした国内市場の拡⼤に並⾏して，90 年代
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後半以降，⾃動⾞関連の直接投資の⾃由化が⼀

段と進⾏したことで，⽇系，韓国系，欧⽶系，

地場資本間で，市場規模の成⻑性に着⽬した相

次ぐ参⼊と競争も進⾏しつつある。かつては国

内メーカー２社が⽣産・販売するアンバサダー，

パドミニの２⾞種がインド乗⽤⾞市場を独占し

ていたが，80 年代のスズキの進出から 90 年代

を経た現在では，インド乗⽤⾞市場は外資が参

⼊した激しい競争状態にある。本稿ではインド

の乗⽤⾞市場の動向を中⼼的なテーマとして取

り扱いながら，乗⽤⾞市場及び部品市場の成⻑

過程と動向を概観し，外資の対応としてトヨタ

を，地場資本の側からはタタ・モーターズを取

り上げることにする。これと関連してインドの

部品市場と当該産業の成⻑についても触れてい

くことにするが，最後に⽇本国内の動向として

刈⾕市の部品メーカーとインド進出に関する筆

者の調査（アンケート）結果も紹介していくこ

とにする。

Ⅱ．インド⾃動⾞市場の成⻑と課題

インドにおける⾃動⾞販売台数は 04 年で

120 万台を突破し，90 年代初頭の 30 万台から

実に約４倍増を⺬している。直近 10 年間の新

⾞販売台数の驚異的な伸びは当然のごとく国内

における⾃動⾞のストック数をも⾶躍的に増加

させ，道路インフラの悪さと相まって，都市部

とその近郊の交通事情と環境を悪化させてい

る。四輪⾞だけでなく，三輪⾞，⼆輪⾞も含め

て，モーターリゼーションの加速は 90 年代前

半のタイやメキシコに匹敵するものであって，

その結果として⾃動⾞に関する環境基準と規制

は欧州並みに厳しい。91 年の経済⾃由化以降

の⾃動⾞ローンの解禁と普及は⾃動⾞購買層の

拡⼤に拍⾞をかけ，⾃動⾞ストックの増加は中

古⾞市場を拡⼤させ，これら伴って交換⽤部品

の市場をも拡⼤してきた。

⼀体どれほどの⾃動⾞がインドで⾛っている

のか，正確なストック（保有台数）を提⺬する

のは難しいが，おおよその数と趨勢を把握する

ことはできる。2000 年時点での⾃動⾞（四輪

⾞）の保有台数は 740 万台で，この保有規模は

アジアでは中国 1,180 万台，韓国 1,120 万台に

次いでおり，乗⽤⾞でも韓国，中国に次いでア

ジアでは三番⽬の保有規模であって，482 万台

に達している。中国の 580 万台と⽐較すれば

100 万台の差があるが，⼈⼝ 1000 ⼈当たりでは

５台にすぎず，普及率の低さは中国と同じであ

る（統計は⽇刊⾃動⾞新聞社，⽇本⾃動⾞会議

所［2004］［2005］より）。そして実際の数字（保

有台数）がこれ以上であることは⾔うまでもな

い。

インドでの乗⽤⾞の普及には⾮常に⼤きな余

地があると⾔われており，元々年々の⽣産・販

売台数では⼆輪⾞が圧倒的なシェアを占めてお

り，乗⽤⾞のシェアは依然として低い。⼆輪⾞

についてはホンダ，スズキなどの⽇系企業が 80

年代に進出して現地販売だけでなく，輸出の拠

点ともしてきた。⽣産・保有いずれのレベルで

もアジアでは中国に⽐肩する規模であり，現在

では輸出志向の強い産業としてインドでは成功

を収めている。国内市場については⼆輪⾞から

四輪⾞へのシフトが起きることは多くの途上国

でも経験則として実証されているといってよ

く，インドもその本格的なシフト期間に⼊って

いるといってよい（図１，図２参照）。⼈⼝約

11 億⼈中，中間層３億⼈が乗⽤⾞の購買層とな

りうる可能性を持っており，成⻑市場として⽣

産・販売・保有台数が⻑期にわたって増加して

いく可能性が極めて⾼く，外資メーカーと関連

部品産業にとって⾮常に有望な市場であること

に変わりはない。

これまでは道路インフラ事情の改善と⾃動⾞

の⽣産・販売・保有台数の右肩上がりの上昇が

必ずしも⽐例してきたわけでなく，直接投資の
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場合も含めて常に道路整備がボトルネックにな

るということが⼀般的に指摘されてきた。この

点では 05 年現在でも変わりはないものの，道

路整備プロジェクトは急速に進⾏しつつあるの

も現状である。直近のプロジェクトでは「⻩⾦

の四⾓形プロジェクト」（Golden Quadrilateral

Project）により 05 年末までにはデリー，チェ

ンナイ，ムンバイ，コルカタの四⼤都市をつな

ぐ⾼速道路網が完成予定であり，将来的にはイ

ンドの東⻄，南北を結ぶ⾼速道路も構想されて

いる。都市と近郊を結ぶ道路について渋滞が緩

和される可能性は少なく，国道レベルにおける

道路幅・舗装状態も良好とは⾔えない。

年々の新⾞⽣産・販売台数だけでなくストッ

クも把握することは⾃動⾞市場と関連市場の成

⻑を理解する上での重要な指標となろう。表１

は代表的な都市における 85-2002 年までの間の

⾃動⾞増加率（タクシー，バス，トラック，三

輪，⼆輪⾞含む）とストック数（登録台数）で

ある。いずれの都市においても段階的⾃由化以

後の増加率は⾼く，ストック数ではデリーが

350 万台以上と⾶び抜けており，次いでムンバ

イ，チェンナイ，アーメダバード，ハイデラバー

ド，バンガロール，コルカタ，プネが 100-170

万台前後の⽔準と続いている。ただし同表のス

トック数はインドの登録⾞制度に基づいた統計

のため，⻑期間登録されたままになっている数

が加わっているため，それを差し引かねばなら

ない。実際に道路を⾛っている数と登録数には

ギャップが存在している。同表データのこうし

た点について S. Yedla によれば，乗⽤⾞（タク

シー含む）の実際のストック数に関しては，デ
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図１ インド⾃動⾞⽣産の内訳（総⽣産台数 846 万台，2004-05 年）

図２ 乗⽤⾞⽣産台数の推移



リーでは 80％強程，他の都市でもおよそ 80％

弱程と試算している（Yedla ［2005］ p. 213.）。

Ⅲ．インド乗⽤⾞市場における競争深化

１）インド⾃動⾞産業と⽇本企業：トヨタ・キ

ルロスカの場合

1980 年代に⼊ってスズキがインドに進出す

るまで，インド国内における乗⽤⾞市場はヒン

ドゥスタン・モータスとプレミアの２社体制が

⻑らく続いており，乗⽤⾞市場は何⼗年間もモ

デルチェンジを⾏わないという状況が続いてい

た。90 年代に先⽴って 80 年代に国際収⽀危機

を契機として，インディラ・ガンディー政権期

に外資参⼊に対して部分的な経済⾃由化が実施

され，インド政府側が国⺠⾞構想実現のため，

⽇本の⾃動⾞メーカーを合弁相⼿として選び，

スズキとインド政府間で合弁企業の設⽴が合意

されるに⾄った。82 年に設⽴された合弁企業

マルチ・ウドヨグ社の当初の出資⽐率はスズキ

側が 54.2％，インド政府側が 45.6％で，84 年

から本格的に⽣産・販売されるようになったア

ルトタイプの⼩型⾞マルチ 800 は，たちまちイ

ンド市場を席巻し，その後投⼊された⼩型乗⽤

⾞とともに独占的な地位を構築するに⾄った。

しかし湾岸危機を契機とした国際収⽀危機を経
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表１ インド主要都市における⾃動⾞数の増加とストック（1985-2002年）

都市名
1985-90年
（％）

1990-5年
（％）

1995-2002年
（％）

登録⾞数と乗⽤⾞
（下段カッコ）

⼈⼝（2002年）

ムンバイ 9.05 5.87 11.14
1,701,264
(547,224)

約1,640万

デリー 1894 9.71 6.57
3,551,690
(989,522)

約1,280万

チェンナイ 29.27 11.05 10.49
1,325,683
(250,080)

約640万

コルカタ 19.44 24.89 9.53
1,037,451
(380,079)

約1,320万

バンガロール 17.84 9.11 14.43
1,596,558
(259,001)

約570万

ハイデラバード 26.96 13.66 9.76
1,466,964
(177,012)

約550万

アーメダバード 16.39 10.76 10.76
1,305,269
(168,833)

約450万

プネ 14.35 14.13 11.95
1,140,034
(130,289)

約380万

スーラト 20.8 9.18 11.42
869,026
(76,456)

約240万

ジャイプール 17.24 11.97 10.79
640,730
(62,231)

約230万

ラクノウ 5.39 5.48 6.93
538,780
(63,192)

約230万

出所）Yedla［2005］pp. 210-211より作成。

注）登録台数と実際に⾛⾏している実数は⼀致しない。⾃動⾞の⼤半は⼆輪⾞である。注意事項は本

⽂参照のこと。



て，91 年以降進展した経済⾃由化を通じて，⾃

動⾞外資の参⼊が相次ぐようになると，スズキ

のシェアは次第に低下せざるをえなくなって

いった。

売上⾼のシェアは約 50％程に低下したが，⾃

動⾞の⽣産・販売台数において依然としてマル

チ（スズキ）の存在が市場においてガリバー的

と形容しても良いような位置づけにあることも

また確かである。03-04 年で乗⽤⾞の販売台数

は 70 万台近くに達しており，この年のシェア

は 77％（前年⽐ 28.6％増）を記録しているから

である（Maruti, Annual ［2004］p. 20.）。その

反⾯，販売台数のシェアの⼤きさに⽐較して，

売上⾼シェアが低いのは低価格の⼩型⾞を⽣

産・販売の主⼒としているためであり，外資を

含めた後発参⼊メーカーとの競争が厳しいこと

を物語っている。スズキはステート・バンク・

オブ・インディアとの提携を通じたローン購⼊

などで，新たな購買層の拡⼤を狙っているが，

こうした販売増・シェア増加の機会はスズキ以

外のメーカーにもあることは⾔うまでもない。

97 年のバンガロールでのTKM（トヨタ・キ

ルロスカ・モーターズ）設⽴に先⽴って，最初

の段階的経済⾃由化期の 80 年代前半にスズキ

を追うような形でトヨタはインドに進出してい

る。84 年に DCM グループと合弁で DCM ト

ヨタをデリー郊外に設⽴したが，当時，最も厳

しい競争が展開されていた⼩型商⽤⾞市場への

参⼊であったため，設⽴後の年間⽣産台数は

4000 台を超えるものではなく，採算ベースにの

りにくい状況が続いていた。94 年に乗⽤⾞部

⾨への進出に慎重なトヨタと積極的なDCMの

対⽴が⽣じると，韓国の⼤宇⾃動⾞がトヨタに

代わって新たな合弁相⼿となり，DCM⼤宇社

が発⾜した（その後，⼤宇は破綻，GMの傘下

へ）。トヨタの最初の進出は 10 年でピリオドを

打ったが，それはトヨタ側がインド市場での乗

⽤⾞⽣産をあきらめたことを意味するものでは

なかった。

その後の模索を経て，トヨタは機械産業を中

核とするキルロスカ・グループと合弁するに⾄

るが，DCMとの合弁が解消されるというイン

ド進出における不連続性によって，結果的には

他の外資系メーカーに⽐較して⼤きく出遅れる

格好になった。バンガロールという⽴地はキル

ロスカ（本社プネ）のグループ企業の多くがバ

ンガロールに⽴地していたことによる。01 年

段階での現状を調査した研究（友澤［2005］）に

よれば，TKMは３万台⽣産規模に沿った⾃動

化・産業⽤ロボットへの設備投資を避けた，低

廉な労働⼒を活⽤した⽣産ライン（例えばライ

ン間の⾞体移動は複数の労働者による⼈⼒に依

存している等）やバンガロールを中⼼としたミ

ルクラン⽅式による部品搬⼊のための物流⽅式

を採⽤し，市場で要求される低価格⾞に対応す

るため，クオリスに⽤いられる部品は最新の仕

様でない，といったように初期投資の⼤幅な節

約が図られた。この時点でのTKMの部品取引

については，TKMはローカル化を推進しつつ

も，グループ企業の現地法⼈が取引額全体の

70％を，次いで⽇系のグループ企業が 20％を占

め，約９割が⽇系企業から調達されているとい

う状況であった（友澤［2005］参照）
(1)
。

上述のごとく遠隔地間物流と道路インフラの

未発達による制約は，⾃動⾞メーカー各社の部

品調達体制や完成⾞運搬に関わるコストを引き

上げることにつながるため，これまでのところ

トヨタの事例に⾒られるように個別メーカーに

よる対応が主であった。道路インフラの整備が

進展することで，この⾯でのコスト低減効果は

今後，進展していくものと思われる（Cf.

Gulyani［2001］）。TKM はこうした独⾃の⽣

産・物流体制を通じて JIT を投資規模と規模の

経済に⾒合った形で実現している。基本的には

05 年現在の５万台⽣産規模においても変わり

はないものと考えられるが，TKMが中⻑期的
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にシェア拡⼤を狙っていく以上，現状の⽣産・

物流体制に限界が⽣じることも必然的であっ

て，より付加価値の⾼い最新仕様部品を⽤いた

⽣産体制を次のステップとしてTKMが模索し

ているのが現状といえよう。

05 年２⽉ 24 ⽇，トヨタ⾃動⾞の張社⻑は新

型ミニバン「イノーバ」（Innova）のインド市場

への投⼊をムンバイ市内で発表した。イノーバ

の⽣産は 04 年に⽣産が開始されたタイ，イン

ドネシア，さらに 05 年２⽉のフィリピンに続

いてインドが４カ国⽬となる。TKM バンガ

ロール⼯場ではこの発表に先⽴って，２⽉ 15

⽇からイノーバの⽣産が既に開始されていた。

イノーバは 99 年 12 ⽉から⽣産されてきたクオ

リスの後継モデルであり，エンジンは 2.0 リッ

トル連続可変バルブタイミング機構（VVT-i），

ディーゼル⾞はコモンレール式直噴ディーゼル

（D4-D）を採⽤，⾼出⼒かつ低燃費をうたい

⽂句として⽉販 4,500 台を⽬標としている。既

にバンガロール⼯場は昨年の５万台⽣産体制か

らイノーバ，カローラを中⼼に６万台⽣産体制

（従業員数約 2,300 ⼈）に移⾏している（トヨ

タ⾃動⾞ HP，ニュース・リリースより）。イ

ノーバの投⼊によってトヨタが世界戦略の⼀環

としてインドを位置付けていることは明瞭であ

るが，当分の間は輸出を計画しておらず，⽣産

する全⾞が国内市場へ向けられることでMUV

（Murti Utility Vehicle）市場をめぐってタタ・

モーターズ，M＆M，ヒュンダイ等との加熱し

た競争が展開されつつある。

2004 年 TKMは 47,851 台を販売し，その内

訳はクオリス 36,698 台，カローラ 10,195 台，

カムリ 941 台となっている。バンガロール⼯場

の敷地⾯積は 430 エーカーを誇り，⽣産・販売

を開始した 99 年末からのクオリスの累計販売

台数は 14 万 2000 台にのぼっている。上述した

ように激しい国内市場での競争圧⼒の中，

TKM も 05 年には新型⾞の投⼊を決定してい

る。同社では IMV（Innovative International

Multipurpose Vehicle）クオリス（Qualis）の後

継⾞としてイノーバの⽉間販売 4,500 台を⽬指

している。年間販売⽬標では５万５千台に近づ

けようという意図が窺える。またトヨタ⾃動⾞

は⼦会社のダイハツ⼯業と共同で 07 年からの

⼩型⾞⽣産も計画している。TKMバンガロー

ル⼯場に隣接して新⼯場を建設，パッソをベー

スとした 1000cc ⼩型⾞の年産 10 万台を⽬指し

ている。

国内⽣産・販売の他にTKMは部品輸出にも

⼒を⼊れており，トランスミッションなどを含

む輸出志向のための⼆つの部品⼯場に 80 億ル

ピー近くを投資している。（knowIndia. net

［2005］ p. 6.）。このように国内市場シェアの

伸張に積極的であるとともに，部品輸出の拠点

としても将来的にインドを位置付けようとして

いるトヨタの対インド戦略を窺い知ることがで

きるが，シェア争いについては後発の感が否め

ない。実際マルチに次いでシェアの⾼いヒュン

ダイと⽐較した場合，04 年のクオリスの販売台

数 31,759 台はヒュンダイのサントロ（Santro）

の約三分の⼀にすぎず，ほぼホンダのシティ

（32,767 台）と変わらない（同 p. 2.）。外資系

で同じ後発（ヒュンダイの進出は 96 年，トヨタ

は翌年）であってもヒュンダイがインド市場で

ははるかに先⾏しているのが現状である。ただ

ヒュンダイの主要製品が⼩型・中型⾞であるた

め，現状では多⽬的⾞を主要製品とするトヨタ

とは強い競合関係にあるわけではない。これは

トヨタ側によるインド市場でのセグメント別に

購買層を絞り込んだ上での戦略とみられるが，

将来⼩型⾞を投⼊すれば，競合関係は必然的に

強くならざるをえない。

２）外資系・地場メーカーの動向と競争の進展

韓国系メーカーの先発は 94 年に進出した⼤

宇であるが，中⼩型市場に参⼊したため，当初
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苦戦を強いられた。99，00 年には４万台を超え

る販売台数を達成したが，⼤宇本社の破綻によ

りインド市場からの撤退を余儀なくされてい

る。韓国系企業としては⼤宇に代わって，既に

述べたようにヒュンダイ・インディアが乗⽤⾞

シェアで⼆位に⾷い込んでいる。ヒュンダイ・

インディアは現⾏の⽣産能⼒ 25 万台から 07 年

までに 40 万台に引き上げるため，第⼆⼯場建

設を計画している。

ホンダは 95 年に中型⾞⽣産を開始しており

――合弁相⼿は Siel だが，相⼿側の出資⽐率は

１％にすぎない――，乗⽤⾞部⾨のインド進出

に先⽴って，スズキ，ヤマハ，川崎重⼯と並ん

で，⼆輪⾞⽣産において 80 年代前半からヒー

ロー・ホンダが実績を重ねてきたという経緯が

ある。⽇系後発組の中でも最後発に属す三菱⾃

動⾞は 98 年からヒンドゥスタン・モーターズ

（HML）との合弁でランサーを⽣産しており，

06 年１⽉からランサーシリーズとパジェロな

どのブランド⾞投⼊とHML社を通じた部品供

給を計画している。

欧⽶系企業としては⾼級⾞でダイムラー・ク

ライスラー（94 年―）が，中型⾞でGM（94 年

―），フォード（99 年―）が，⼩型・中型⾞で

フィアット（97 年―）が各々進出しており，

フォードが地場資本のマヒンドラと合弁してい

る以外（フォードの出資⽐率 85％），いずれも

100％出資企業ばかりである。最先発のスズキ

でさえも，当初の出資⽐率から上昇しており，

05 年にはインド政府側はマルチ・ウドヨグ株

18.2％の保有分の内，８％を放出している。こ

の結果，スズキの出資⽐率はほぼ 90％となって

いる。このような完全⼦会社化により近い傾向

が進んだ最初の契機は，93 年以降の国内⾃動⾞

市場への外資を含む参⼊緩和（当初は 51％ま

で）であった。これによって先発・後発組の外

資を含めて，規制緩和の後，経営⾯で外資側に

より積極的な市場戦略と⽣産拡張路線を歩ませ

る⽅向と結びついてきた。またこれら外資とと

もに，乗⽤⾞市場ではタタ・モーターズ（03 年

にタタ・エンジニアリング＆ロコモーティヴか

ら名称変更）がヒュンダイと拮抗するほど国内

シェアをもっており，乗⽤⾞ではインディカ，

多⽬的⾞ではサファリが国内のみならず，ヨー

ロッパ諸国へも輸出を⾏っている。

外資の盛んな参⼊と⽣産・販売体制の強化は

乗⽤⾞部⾨において，とりわけ顕著である。⾞

種は安価から⾼級になるにつれて⼩型⾞，中型

⾞，⼤型⾞というようなセグメントが存在して

おり，トヨタがイノーバを投⼊する⼤型⾞部⾨

（特にMUV，SUV）も競争が激化しつつある。

各社が同部⾨に⼒を注ぐのは，先の図１での

MUVの⽣産増に⺬されているように，富裕層

にターゲットを絞ったMUV，SUV購買層の拡

⼤である。中型⾞においても各社しのぎを削っ

ている状態で，スズキのマルチ・ウドヨグは中

型以上のセグメントでは強みを発揮していな

い。TKM のイノーバは 65 万ルピーに価格が

設定されており，44 万から 60 万ルピー近くま

で設定されているタタ・モータズの SUMO よ

り⾼いものの，他社のMUV，SUVより低い価

格となっている。インドでは後発のトヨタの知

名度がマイナス材料となっているが，ヒュンダ

イがマーケティング戦略をはじめとした販拡体

制で知名度を定着させたように，購買層への浸

透がシェア上昇のための課題となっている（各

メーカー⾞種別価格については表２も参照のこ

と）。

⼀⽅でMUV，SUV市場が拡⼤傾向にあり，

他⽅で乗⽤⾞⽣産台数の増加にあらわれている

ように，乗⽤⾞全体の市場が拡⼤していくなか

で，従来の中核的セグメントであった⼩型⾞市

場の競争も激化している。基本的に乗⽤⾞市場

の中で低価格の⼩型⾞が占める位置が⼤きいこ

とに変わりはなく，以前ほどのシェアはないが

スズキのマルチ 800 を最低価格ラインとした⼩
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型⾞⽣産・販売を主⼒としてきた企業（スズキ，

タタ，ヒュンダイ，M＆M）が約 80％のシェア

を握っており，トヨタの場合も⼩型⾞市場へ参

⼊しなければ，⽬標として掲げる 2015 年の乗

⽤⾞シェア 20％の実現は困難である。このた

め既述のごとくダイハツと共同で 07 年にパッ

ソをベースとした 1000cc の⼩型⾞⽣産を計画

（年産 10 万台）しており，バンガロールの現⼯

場に隣接して⼯場建設計画を発表している

（TKM，HP）。

ブランド・品質を通じた国内での認知度が，

今後の各社のシェアを左右する要因の⼀つでは

あるものの，所得⽔準の向上を通じた新規購買

層の需要を左右するのが価格であることも否定

できない。過去のマルチ・ウドヨグの事例はこ

のことを端的に物語っており，現状においても

そうである。低価格戦略⾯からいえば，タタ・

モーターズでは，タタグループのラタン・タタ

総代表が 05 年に現⾏のマルチ 800 よりもはる

かに安い 10 万ルピー（約 27 万円）の⾞を 08 年

頃までに発売すると発表しており，世界的にも

例のない低価格⾞ゆえにその実現性も含めて世

界的にも「2000」ドルカーの登場として話題に

上っている。現⾏価格で最も安いマルチ 800 を

⼤幅に下回る価格であるために，この⾯でのイ

ンパクトも⼩型⾞市場では，今後の地場資本の

攻勢と成⻑を考える上で注⽬されている
(2)
。

特に外資参⼊の 2000 年以降の増加について

は，01 年の規制緩和と 02 年にインド政府が発

表した新⾃動⾞政策が⼤きな役割を果たしてき

た。02 年の政策発表に先⽴って，93 年以降，外

資に対するローカルコンテントを⾼めさせるた

めの段階的国産化計画（Phased Manufactur-

ing Program）が撤廃されたものの，CKD，

SKD輸⼊に関しては 01 年まで数量制限が設け

られており，政府貿易局と覚書を交わした企業

のみがこれらの輸⼊を許可されていた。01 年

４⽉からこの制限・許可が廃⽌され，外資出資

⽐率 100％もスムーズに認可されるという⼀層

の規制緩和が進展したことが，既述の外資の動

向に反映されることとなった。そして，この時

点で四輪⾞メーカーは 17 社を数えるまでに

なっていた。

02 年の⾃動⾞政策発表に関しては，⾃動⾞市

場の外資への完全開放，外資の新規参⼊に対し

て最低資本額の撤廃を決めたほか，その政策⽬

標を⾒ると，⼩型⾞，多⽬的⾞，低公害⾞の販

売税の引き下げ，⼩型⾞のグローバルな⽣産・

部品輸出・研究開発拠点としての地位形成，国

内⽣産に対応した効果的な輸⼊関税の設定など
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表２ TKM乗⽤⾞（トヨタ）と他社の代表⾞種

⼩型⾞
TKM（現時点でなし）

マルチ・ウドヨグ，マルチ 800（21 万ルピー，約 53 万円）
マルチ・ウドヨグ，アルト（23-29 万ルピー，約 58 万円）

ヒュンダイ，サントロ（45-48 万ルピー，約 113 万円）

タタ・モーターズ，インディカ（33-41 万ルピー，約 83 万円）

中型⾞
TKM

カローラ

カムリ

ホンダ・シエル・カーズ・インディア，シティ（65-76 万ルピー）
ヒュンダイ，アクセント（50-66 万ルピー）

GM，オプトラ

MUV・SUV
TKM

イノーバ（65 万ルピー）

タタ・モーターズ SUMO（44-59 万ルピー，約 110 万円）
マヒンドラ&マヒンドラ SCORPIO（66-76 万ルピー）

フォードENDEAVOUR（134-144 万ルピー）

ホンダ・シェル・カーズ・インディア（146-156 万ルピー）

出所）『ダイヤモンド』［2005］9.17．および各社ウェブサイトを参考にして作成。



が挙げられており，現⾏のWTO体制への接近

が窺われる。リーディングカンパニーのマル

チ・ウドヨグにおいては，最⼩の株式保有で最

⼩の経営関与というインド政府側の姿勢がみら

れ，⾃動⾞政策は外資を中⼼とした⼩型⾞，多

⽬的⾞の国内市場シェア争いの激化を容認した

ものとなっている。こうした政府姿勢から国内

部品産業の活性化・再編，完成⾞・部品の輸出

産業化を通じた裾野産業の拡⼤を政府が⽬指し

ていることは明らかであり，IT産業，他産業振

興で効果の薄かった雇⽤増を含めた⾃動⾞関連

産業への政府の期待の⼤きさが窺われる。

⽇系とヒュンダイに地場資本，欧⽶を加えた

⼩型・中型⾞市場は外資を中軸として過当競争

に既に⼊っている。07 年以降に各社の⽣産増

強と新型⾞投⼊が重なっているため，現状より

⼀段と競争が進展することは間違いない。こう

した完成⾞メーカーの競争は，SKD，CKD，部

品輸⼊が関税によって規制されている部分が

残っている限り，完成⾞メーカーによって持続

している増産態勢と全体の販売台数の伸びと関

連して，部品メーカーの成⻑・競争・再編につ

ながっている。この点についてさらに部品産業

の成⻑という視点から同産業の課題を探ってい

くことにしよう。

Ⅳ．部品産業の成⻑と課題

インドの機械産業は，独⽴後⻑期にわたって

輸⼊代替戦略の下で保護されてきた。こうした

過去の政策的な影響によって斯業の産業構造が

規定されてきたという歴史を持っており，とり

わけ零細規模の⼯場を持つ部品産業にあてはま

る。インドの⼯業部⾨では⼩規模⼯業は優遇さ

れており，現在でも留保品⽬，税制等において

優遇措置は続いている
(3)
。このため⼩規模⼯業

に対して外資出資⽐率は 24％までと依然とし

て厳しい。従って外資部品メーカーがインドに

進出する場合，留保品⽬が重ならない，⼩規模

⼯業の範疇に⼊らないメーカーのみが可能とな

る。

中古⾞をも含めた⾃動⾞市場と関連市場の急

速な拡⼤は，いわゆる SSI（Small Scale Indus-

try）に属す零細な部品事業者にとって交換部

品の⽣産増と拡販効果をもたらすことになる

が，その反⾯では中国で顕在化したように低価

格の模造品の氾濫も引きこすことになってき

た。新⾞における価格と⼤中⼩のセグメント以

上に中古⾞を含めた購買者層のセグメントが

はっきりしているため，中国同様，部品市場で

模造品が駆逐されることはなく，政府による

SSI 優遇政策も存在するため，部品産業は規模

と技術の両⾯からみて⾮常に⼤きく裾野の広い

階層的構造を持っている。

ここでは部品産業の全般的な状況に触れる前

に，まず⾃動⾞産業の地域的分布・集積に触れ

ておく必要がある。独⽴後の⻑期的な観点から

分布・集積の推移を眺めた場合，国内メーカー

が市場を独占していた独⽴後から 70 年代まで，

80 年代の段階的経済⾃由化の時期，90 年代以

降の⼀層の⾃由化の三つの時期において，外資

の参⼊を通じて複数の集積地，⾃動⾞産業⽴地

の増加が⽣じてきた。その推移を友澤［2005］

の研究に依拠して簡単にまとめておこう。国内

メーカーが市場を独占していた最初の時期に

は，コルカタ，デリー，ムンバイ，チェンナイ，

プネに⾃動⾞メーカーの組み⽴て⼯場と⾃動⾞

部品企業の本社が集中していたが，第２期のス

ズキが進出した時期には依然として外資に対す

る出資・⽴地規制が政府によって⾏われていた

ため，既存集積地や部品産業のない後進地域へ

組み⽴てメーカーは進出するほかなかった（た

だしスズキの合弁企業である国営のMULは例

外的にハリヤーナー州デリーの州境に進出でき

た）。つまりこの時期における政策誘導は，結

果として⽴地の分散化を導いたが，その反⾯で
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外資組み⽴てメーカーにとって明らかに出資規

制とともに，⽴地選択⾯でも進出阻害要因と

なっていた。

最後の 90 年代に⼊ると強引な政策的誘導が

なくなり，⼀定の条件さえ満たせば企業は進出

地域を⾃由に選択・決定できるようになった。

その結果，新規企業のみならず，既存企業の⽴

地変更を含む戦略的な⽴地⾏動を⽣み出し，デ

リー，チェンナイ郊外，プネが主要な集積地と

なり，デリー⾸都圏南部に「オート・ベルト」

――その範囲はハリヤーナー州グルガオン

（MUL ⼯場所在地）を中⼼とした３県と UP

州にまで及んでおり，デリー・ラージャスタン

州間の国道８号線沿線が中核となっている――

が形成されるに⾄っている。02 年時点で「オー

トベルト」範囲内で⽣産される乗⽤⾞のインド

におけるシェアは 50％近くに達しており，⼆輪

⾞でも 43％に達している。⽴地する企業はす

べてスズキ，ホンダ，ヤマハの⽇系企業である

（友澤［2005］9-10 ⾴）。

「オートベルト」の形成は，独⽴後の既存集積

地域とインド部品産業の⼀定の進展，さらに乗

⽤⾞に関しては段階的な⾃由化後のスズキの参

⼊によるグルガオン⼯場を中核とする部品⼯場

との需給関係が⻑期にわたって成功裏に築きあ

げられたことを意味している。このことは

MULによる現地調達率 95％達成によく⺬され

ている。いわば「スズキ効果」が当地における

部品産業に及ぼした影響は⼤きく，外資を通じ

た部品産業と市場の再編・競争強化は，タタ・

モーターズ，ヒンドゥスタン・モーターズのよ

うな地場資本が，ビハール，ジャルカンド，⻄

ベンガル東部諸州に，さらにフィアット，GM，

ダイムラークライスラーの欧⽶系，及びタタ・

モーターズ，バジャージ・テンポなどの地場資

本が⻄部のマハラシュトラ，グジャラートに⼯

場を持っており，道路インフラと交通事情の悪

さゆえに，組み⽴て⼯場側が近隣地域から部品

調達を図らざるをえない状況にある。

上述の集積以外に最も注⽬されるのは，南イ

ンド地域であり，トヨタが進出している IT 産

業等の集積地で名⾼いカルナータカ州バンガ

ロールである。この他にボルボ・インディアも

当地に進出しており，隣接するタミル・ナードゥ

州チェンナイにもヒュンダイ，フォードが進出

している。この他にもタミル・ナードゥ州には

三菱⾃⼯，地場資本のアショク・レイランドな

どの⼯場が集中している。以上の集積分布は独

⽴前にまで遡ることのできる⼯業分布，⼯業地

帯とほぼ⼀致しており，後発の南インド地域が

デリー⾸都圏・郊外の集積地を追っている形と

なっている。激しいシェア争いを⾏っている完

成⾞メーカーが，同地域でアッセンブラーとサ

プライヤーとの関係をどのように効率的（ジャ

スト・イン・タイムの実践）に構築していける

かが，同地域の部品産業の成⻑・発展に⼤きく

関わっているといえよう。

既に述べたように，⼩規模⼯業を優遇してき

たインドの経済政策下では多数の零細規模の部

品⼯場が存在しており，同産業内での規模の格

差は⼀次，⼆次，三次メーカーというように，

⽇本と同様，順次その規模は⼩さくなる。部品

市場では OEM，純正部品を⽣産するメーカー

と交換部品を⽣産するメーカーに分かれてお

り，主として後者が⼩規模⽣産を展開している。

そして基本的にインド国内の完成⾞メーカーに

は国内の部品メーカーが供給する体制が出来上

がっている。外資の部品メーカーが進出する場

合，既述のごとく国内零細メーカーの保護のた

めの資本規制に直⾯することになる。

インド政府の⾃動⾞政策は完成⾞のみなら

ず，部品輸出の促進も念頭においており，内需・

外需両⾯から部品産業は成⻑を持続させてい

る。インド部品製造業者協会（ACMA；Auto-

motive Component Manufactures Association

of India）によれば，同協会に加盟している企業
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数は 05 年時点で 480 社に達しており，組織部

⾨に属す⼤半の企業がメンバーとなっている。

規模と技術⾯での格差が存在しているものの，

国際的な品質基準に到達している企業も少なく

ない。メンバー企業の内，ISO9000 を取得して

いる企業は 417 社，QS9000 を取得している企

業数は 242 社にのぼっている。規模別では 38

社が年間売上⾼５千万ドル以上の⼤規模メー

カーで，220 社が 500 万−5000 万ドル規模，222

社が 100 万−500 万ドルというように⽐較的規

模の⼤きいメーカーによって構成されており，

雇⽤されている総労働者は約 25 万⼈となって

いる。

図３のごとく部品産業全体の⽣産額は順調に

伸びており，96-97 年から 04-05 年には約 2.5

倍の 8,700 百万ドルに到達する⾒通しである。

また 03-04 年は前年⽐ 24％増だった。内需⽐

率の⾼い部品産業であるが，国内⾃動⾞⽣産⾼

と連動して成⻑を遂げているだけではなく，輸

出志向も強めつつある。03-04 年現在で輸出額

は全体の⽣産額の約 15％にのぼっており，

97-98 年の３億 3000 万ドルから 04-05 年には

４倍超の 14 億ドルにまで増加している。主要

な輸出品は交換⽤部品，トラクター⽤部品，モー

ターサイクル⽤部品，ピストンリング，ガスケッ

ト，エンジンバルブ，燃料ポンプノズル，燃料

注⼊⽤部品，フィルター類，ラジエーター，ギ

ア，リーフ・スプリング，ブレーキ部品，ベア

リング，クラッチ部品，ヘッドランプ，オート

バルブ，ハロゲンバルブ，スパークプラグ，ボ

ディパーツなど幅広いものとなっている。これ

らの主要な輸出先は⽶国 31.1％，ヨーロッパ

30.3％，アジア 18.2％，アフリカ 10.7％，中東

7.6％，オセアニア 1.8％，その他 0.2％という

構成⽐になっており，後述するように欧⽶メー

カーによる部品調達の促進によって，欧⽶が

60％以上を占めている。

以上の業界を取り巻く環境変化を通じて，部

品業界も全般的には成⻑機運が⾼く，新規投資

も活発化している。ACMA が 2001-02 年から

2002-03 年へかけて部品企業 138 社（⼤規模企

業６社，中規模企業 87 社，⼩規模企業 45 社）

をピックアップして調査した結果によれば，

2001-02 年に「事業に対して楽天的である」と

回答した企業は 20％にすぎなかったが，翌

2002-03 年には 42％と倍増しており，悲観的と

回答した企業も 34％から 15％へと漸減してい

る（残りの回答は「変わらない」）。ただしプラ
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ント・機械導⼊の投資計画の有無については，

さらに投資すると回答した企業は 33％から

38％と微増したのに対して，現状の投資⽔準が

望ましいと回答した企業は，31％から 40％に増

えており，稼働率が 80％以上の企業が 23％か

ら 33％へ，同 61-80％の企業が 47％から 46％

とほとんど変化していない。また輸出を⾏って

いる企業の 65％は輸出に対して楽観的な態度

を⺬していることがわかる（ACMA［2003］）。

こうした部品企業の態度は何を意味するのだ

ろうか。残念ながら上述のACMA調査は企業

規模別に詳細な回答結果を公表していないので

断⾔することはできないが，中規模以下，⼆次，

三次メーカーが事業環境の好転の⼀⽅で，資⾦

調達上の困難から新規の設備投資を控えて，既

存設備のままで稼働率を⾼めていこうとしてい

る姿があることを推察することができる。また

部品輸出について企業が楽観的であることにつ

いては，同調査では欧⽶向けが主流であるが，

新規の海外からの発注が増加したこと，特に

CIS，イランなどの新市場が開拓されているこ

とを指摘している。部品輸出は今後国外市場の

多様化を伴って進展するものと思われる。

外資の部品調達については既に触れたよう

に，TKMの場合，系列・⽇系部品メーカーを中

⼼としての取引上のネットワークを構築してい

る。また同社のインドにおける部品⼦会社トヨ

タ・キルロスカ・オートパーツ（TKAP）はイン

ドのイノーバ⽤⽣産を⾏わない 100％輸出向け

⽣産に特化している。イノーバはトヨタの世界

戦略⾞（IMV）だが，現時点までにはトヨタの

IMV主要⽣産国４拠点（タイ，インドネシア，

南ア，アルゼンチン）に⼊っていない。TKAP

は他国の IMV 向けにマニュアルトランスミッ

ションを⽣産・輸出しており，完成⾞について

はアジア圏ではタイ，インドネシアを中核とし

た世界 140ヵ国以上の市場へのイノーバ投⼊体

制を構築してきた。同社の世界戦略⾯では，明

らかに部品⽣産・供給体制においてタイ（ディー

ゼルエンジン），インドネシア（ガソリンエンジ

ン），フィリピン（マニュアルトランスミッショ

ン）というネットワークの中では後発であり，

これはインドでの現地⽣産が依然として⼩規模

（年産５万台）であることと，インドの部品輸

⼊緩和などの事情も関係していると考えられ

る。ただし既に系列のアイシン精機，電装など

もバンガロールに進出しており，⽇系部品企業

での JIT などを中⼼とした⽇本的な⽣産管理

は⽇系部品企業では根付いている。

この他に欧⽶メーカーもインドからの部品調

達を強化しており，⽇系企業よりも先⾏してイ

ンドからの部品輸出を増加させている。ダイム

ラー・クライスラーは世界的な部品調達体制を

2000 年以降，整えており，インドからの部品調

達をスタートさせており，フォードも 03 年以

降，主要部品を現地調達に切り替えている。他

の完成⾞メーカーも含めて外資系企業でこうし

た傾向がますます顕著になっている。その結果

として部品産業の規模は今後 10 年以内で，さ

らに加速的な拡⼤を遂げていくことは確実であ

るとみられている。

⽇本的経営の定着化を図りながら，組み⽴て

メーカーも含めて，総じて 90 年代後半以降の

現地⽇系企業は労働管理の困難に直⾯してき

た。この点は多くの研究や報告が過去⺬唆して

きたことであって，労働市場の拡⼤と労働法上

の解雇の困難さという環境下で――経済⾃由化

後，中央政府は解雇に関する規定を緩和してき

たという背景があるものの――，今後，進出す

る企業も既存企業も⼀段と労働問題，労使関係

に向き合い，注⼒する必要が⽣じている。労働

組合がある場合でもない場合でも，⽇常的な管

理における現場での労働者とのトラブルを避

け，労働者の不満を吸収する仕組みが出来てい

ないと 05 年７⽉におけるホンダ系⼯場のよう

な⼤規模な労働争議に発展しかねない
(4)
。⽣産
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管理と労働管理の並列・均衡的な対応が⽇系の

みならず外資系企業全般の課題となっている。

道路・物流インフラの未整備に対する対応と

しては，先述したTKMのミルクラン⽅式が現

在までのところ有効に機能しており，同社が現

地で調達している部品メーカー約 75 社に対し

ては，バンガロール近郊，ニューデリー，プネ，

チェンナイなどに物流拠点を設けて在庫を持た

ない JIT が維持されているのが現状である。

しかしながらバンガロール市そのものの交通渋

滞が緩和されていない状況下で IT 企業のバン

ガロール離れが進⾏しつつあり，⾃動⾞の場合，

IT ソフトウェアのように⽴地の可動性が⾃由

ではないという事情もあって⼀定の部品集積地

域を企業⾃らが形成していく必要がある。

TKMの場合，インド進出時にビタディ⼯業団

地内にトヨタ・テクノパーク（⾯積 12ha；トヨ

タと豊⽥通商の合弁）を設置しており，進出し

た⽇系部品メーカーに便宜を図るとともに，バ

ンガロールを中核とした近郊での部品調達を⾏

える態勢にある（『⽇経産業新聞』2005 年，９⽉

29 ⽇，友澤［2004］631 ⾴）
(5)
。

⽇系部品メーカーのインド進出はスズキの進

出と歩調を合わせており，その進出動向を⺬し

たものが表３である。早期に進出した事例とし

ては 1965 年に板バネの⽇本発条，1975 年にデ

ンソーが⾃動⾞メーター類を⽣産するために進

出した事例を除けば，スズキ進出後まで断絶の

期間があった。この間の状況はインディラ・ガ

ンディー政権期にインドが対外的規制を強めた

時期と符合している。そして同じインディラ政

権期末に開始された段階的な外資規制緩和以

後，まず 80 年代後半に進出した企業は荒井製

作所，光洋精⼯，国産電機，サンデン，住友電

装，デンソーなど 10 社（合弁企業数）であった。

そして本格的な進出は同表が⺬しているように

90 年代後半からとなっている。この時点でイ

ンドを⽣産拠点としている部品会社（合弁含む）

は確認できるだけで総計 55 社となっており，

デンソー，豊⽥合成，アイシン精機等のトヨタ

系の進出が本格化していることがわかる。

Ⅴ．タタ・モーターズの経営戦略と動向

1945 年に「インド鉄鋼業の⽗」ジャムシェト

ジ・タタによって設⽴されたタタ・グループ

（Tata and Sons Group）からタタ・モーターズ

（以TTMと略す）は誕⽣した。⽇本を除けば，

アジアで最も古い⾃動⾞メーカーの⼀つであ

る。またインド有数の財閥タタ・グループの中

で鉄鋼業の TISCO，IT の TCS と並ぶ中核企

業であり，グループの総帥ラタン・タタ（Ratan

N Tata）が直接その経営を率いていることから

も，同グループ内での⾃動⾞産業に対する思い

⼊れが強く窺われる。規模としては乗⽤⾞・商

⽤⾞⽣産部⾨ではインド資本の中で最も⼤き

く，主⼒⽣産⼯場は鉄鋼⽣産地域でもある東部

のジャムシェドプール，及びラクナウとプネの

３カ所に位置している。⾃動⾞⽤スチールをグ

ループ内で供給することができるという点では

⾮常に⼤きな強みを持っている。

90 年代後半以降，TTMはラタン・タタの強

⼒な経営指導⼒に率いられ，従来の得意分野で

ある商⽤⾞に加えて国内乗⽤⾞市場でも急速に

シェアを伸ばしつつある。「本来の国⺠⾞」⽣

産・販売を⽬指して，ピープルズカー・プロジェ

クトを 95 年に⽴ち上げ，ユーザーに対して，⼩

型⾞，マルチ 800 並の価格，インド⼈の体型に

合った⾼いサスペンションシステムの採⽤，低

燃費，ワールドクラスの安全性，⾰新的なデザ

インをこのプロジェクトの基本コンセプトとし

ている。こうしたプロジェクトを実現させるた

めに，TTMはオーストラリアの閉鎖した⽇産

のプラントを購⼊しインドへ移設することで初

期投資を⼤幅に節約している。また部品につい

ては⽇本の部品メーカー数社（⽮崎，東洋ラジ
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表３ ⽇系⾃動⾞部品メーカーのインド進出状況（90 年代後半以降の事例）

⽇本企業 現地法⼈名 設⽴年⽉ ⽣産開始 品⽬・概要

アイシン精機
AISIN NTTF PRIVATE LI-
MITED.（79.8％）従業員数 51

1999.7 1999.11 ⾃動⾞部品

アラコ（トヨタ紡織）
ARACO AUTOMOTIVE INDIA
PRIVATE LIMITED.（90％）従業
員数 481

2000.11 1999.11 ⾃動⾞⽤内装部品

エフ・シー・シー
FCC RICO LTD.（50％）従業員数
69

1997.2 1997.9 ⼆輪⾞・四輪⾞クラッチ

ケーヒン
KEIHIN FIE PVT. LTD.（74％）従
業員数 -

1999.7 2001.4 気化器等の製造販売

ケーヒン KEIHIN PANALFA LTD（74％）- 1997.4 1997.10 ⾃動⾞⽤エアコンシステム部品

⼩⽷製作所
INDIA JAPAN LIGHTING LI-
MITED.（50％）従業員数 172

1996.12 1997.8 ⾃動⾞⽤照明電装品

三桜⼯業
STI SANOH INDIA LTD.（50％）
従業員数 -

1996.9 ―
⼆重巻鋼管，⼀重巻鋼管，⾃動⾞⽤
配管部品，冷蔵庫⽤熱交換器

新電元⼯業
NAPIO AUTO & ELECTRONICS
LTD.（23％）従業員数 750

1998.6 ― ⼆輪⾞電装品CDI，REG/REC

スタンレー電気
STANLEY ELECTRONIC EN-
GINEERING INDIA PVT. LTD.
（90％）従業員数 70

2001.7 ― ―

住友電装
SUMI MOTHERSON INNOVA-
TIVE ENGINEERING LTD.（０％）
従業員数 787

1996.2 ―
ワイヤーハーネス⽤成型品，⺠⽣⽤
成型品の製造・販売（03 年下記を合
併）

住友電装
SUMI MOTHERSON INTE-
GRATED TECNOLOGIES LTD.
（-）従業員数 -

1995.3 1995.5 部品製造⽤⾦型

ソミック⽯川
SONA SOMIC LEMFORDER
COMPONENTS LIMITED（０％）
従業員数 120

1995.6 1996.1
タイロッドエンド，サスペンション
ボールジョイント

ソミック⽯川
SONA COLD FORGIN LTD.（26％）
従業員数 41

2001.11 ― 冷間鍛造品

⼤同メタル⼯業
BBL DAIDO PRIVATE LTD.
（40％）従業員数 -

2001 2002.9 ポリマーベアリング

タカタ
ABHISHEK AUTO INDUSTRIES
LTD.（30％）従業員数 -

2000.11 2000.11 シートベルト

中央発條
TC SPRINGS LTD.（50％）従業員
数 77

1999.3 2000.2
トーションバー，コイルスプリング，
スタビライザー

テイ・エス・テック
TS TECH SUN（ INDIA）LTD.
（74％）従業員数 -

1996.11 ―
四輪⾞，⼆輪⾞⽤シートおよび内装
品

帝国ピストンリング
GOETZE TP ( INDIA ) LTD.
（24.5％）従業員数 60

1997.4 1998.5 ピストンリング

デンソー
DENSO HARYANA PVT. LTD.
（100％）従業員数 370

1997.8 1999.11
フェーエルポンプ，インジェター，
エンジンECU等

デンソー
DENSO KIRLOSKAR INDUS-
TRIES PVT. LTD.（89％）従業員数
144

1998.5 1999.11 ラジエーター，カーエアコン

デンソー
DENSOFARIDABAD PVT. LTD
（０％）従業員数 53

1999 1999 カーエアコン，ヒーター

東海理化電機製作所
MINDARIKA PRIVATE LI-
MITED.（35％）従業員数 397

1995.11 1996.1 ⾃動⾞⽤スイッチ類



エーター，中央発條，ユタカ技研）を合弁相⼿

とした Tata Auto Component Systems Ltd を

中核とした部品の供給体制を確⽴している。同

プロジェクトの成果は 98 年に⽣産・販売が開

始された 1400cc クラスのインディカとして結

実し，インド全⼟の 70 のディーラーを通じて

販売され，01 年にはヒュンダイの乗⽤⾞⽣産台

数に迫る６万５千台に達した（Mikami［2004］

pp. 13-14.）。

現在の TTM の代表的な⽣産⾞種とモデル

は，乗⽤⾞，UV（Utility Vehicle）ではインデ

カ，インデゴ，マリーナ，サファリィ，SUMO，

商⽤⾞ではエース，タタ 207DI など 11 モデル

がそろっており，これ以外に軍⽤⾞（７モデル）
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東陽⼯業
KRISHNA TOYO LTD.（50％）従
業員数 -

1996.11 1997.1
⼆輪，四輪⽤バックミラー，ASSY
⽤部品

東洋ラジエーター
TATA TOYO RADIATOR LI-
MITED（39％）従業員数 100

1997 1998.10 ⾃動⾞⽤アルミ熱交換機等

豊⽥合成
TG KIRLOSKA AUTOMOTIVE
PVT. LTD.（69％）従業員数 70

1998.9 1999.12
ステアリングホイール，樹脂内外装
部品

豊⽥合成
METZELER AUTOMOTIVE IN-
DIA PVT. LTD.（26％）従業員数
421

2001.7 ― ボディーシーリング製品

豊⽥鉄⼯
STANZEN TOYOTETSU INDIA
PVT.（77.5％）従業員数 144

1998.11 1999.11
ブレーキペダル，クラッチペダル，
アクセルペダル

永⽥部品製造
NAGATA INDIA LIMITED.
（84.55％）従業員数 -

1999.11 2000.10 ⾦型

⽇本精機
JNS INSTRUMENTS LTD.（39％）
従業員数 -

2001.12 2001.12 ⼆輪，四輪⾞⽤計器

⽇本発条
NHK SPRING INDIA LTD.
（88.7％）従業員数 180

1996.11 1999.1 中実スタビライザー，巻ばね

⽇本ケーブルシステム
HI-LEX INDIA PRIVATE LTD.
（100％）従業員数 144

1998.6 1999.11 メカニカル・コントロールケーブル

⽇本サーモスタット
⽇本サーモスタットインディア（株）
（30％）従業員数 33

1995.5 195.11 サーモスタット，複合センサー

ブリヂストン
BRIDGESONE INDIANA PVT.
LTD.（100％）従業員数 -

1996 ― ―

ミツバ
MITSUBA SICAL INDIA LI-
MITED（60％）260

2001.1 2001.1 ワイパーモーター等

三菱電機
MITSUBISHI ELECTRIC AUTO-
MOTIVE INDIA PVT. LTD.
（90.4％）従業員数 39

1998.10 1999.4
燃料噴射，ECU，ディストリビュー
ター等

武藤精密⼯業
MUSASHI AUTO PARTS INDIA
PRIVATE LTD.（95％）従業員数
340

2002.7 2003.4
⼆輪⽤ミッションギア，シャフト，
カムシャフト

森六
MORIROKU UT INDIA PVT. LTD.
（93.3％）従業員数 80

2002.7 2003.4
⼆輪⽤ミッションギア，シャフト，
カムシャフト

豊精密⼯業
TATA YUTAKA AUTOCOMP
LTD.（50％）従業員数 -

2001.3 2001.7
⼆輪⽤ディスクブレーキ，排気セン
サー

ASTI
ASTI Electronics India Pvt. Ltd.
（98.9％）従業員数 -

2004.11 ―
⾞載・家電⽤ワイヤーハーネス及び
機能部品の製造・販売

トヨタ⾃動⾞，トヨタ
⾃動織機

TOYOTA KIRLOSKAR AUTO
PARTS Pvt. Ltd.（90％）従業員数
495

2002.4 ―
マニュアル・トランスミッションの
製造

出所）『⾃動⾞年鑑 2004 年版』449-451 ⾴，および東洋経済『アジアへの海外進出企業』を参考にして作成。



も⽣産している。このように包括的かつ⽣産⾞

種のレンジの広いメーカーはインド系メーカー

の中では唯⼀の存在と⾔ってよい。表４は直近

のTTMの販売実績を⺬したものである。乗⽤

⾞と商⽤⾞を合わせた国内⾃動⾞産業の販売⾼

が増加基調を⺬す中で，同社の成⻑率は産業全

体のそれを上回っている。とりわけ商⽤⾞の

シェアが⾼く，旧来のこの⽣産部⾨での優位性

が⼀層⾼まっていることがわかる。注⽬すべき

点は輸出であり，商⽤⾞では輸出⾼の 60％を占

めている。そして商⽤⾞・乗⽤⾞いずれもが輸

出⾼が伸びている。こうした直近のパフォーマ

ンスを商⽤⾞と乗⽤⾞に分けて⾒てみれば，ま

ず商⽤⾞ではM/HCVs，LCVs 共に増加率が産

業全体のそれを上回っており，双⽅とも国内

シェアが⾮常に⾼いことが確認できよう。

同社の国内商⽤⾞販売台数は 04/05 年で約

19 万台に達しており，これは過去最⾼の数値で

ある。また 59.7％という市場シェアは過去５

年間で最⾼値を記録している。その中でもト

ラックの市場シェアは 67％を超え圧倒的と⾔

える。とりわけMAVs（Multi-Axle Vehicles）

とトラック・トレイラーが前述した「⻩⾦の四

⾓形プロジェクト」の影響で伸びている。バス

についても伝統的に同社の独壇場となってお

り，50％以上のシェアを持っている。この部⾨

でもシェアは過去５年間で最⾼を記録してい

る。またピックアップトラックに分類される

LCVs についてもほぼ同様のことが指摘できる

（TTM ［2005］ Annual, pp. 30-31.）。

このように商⽤⾞部⾨においては国外市場も

含めて市場での地位が元々⾼く，それが近年さ

らに強化されてきたことを⾒て取れるが，乗⽤

⾞部⾨についてはどのように位置付けられるの

であろうか。同社の 04-05 年年次報告書と先の

表４に基づきながら，直近の状況を追ってみる

ことにしよう。UVs，MPVs を含めるならば，

国内市場は既にミリオン・マーケットとなって

おり，その中でのタタ・モーターズの地位は外

資系との競争にさらされながらも，商⽤⾞ほど

ではないが，やはり⾼いポジションを維持して

いることがわかる。特に乗⽤⾞販売の成⻑率と

市場シェアの上昇が著しく，UVs ではより市場

での競争が激しく，成⻑率にスローダウンの兆

しが⾒えないこともないが，いずれも前年より

販売台数を増加させている。セグメント別に⾒

ていくと，まず⼩型⾞市場ではタタ・インディ

カが投⼊されており，同市場では４つのメー

カーが参⼊して乗⽤⾞市場全体の半分近くを占

める激戦区にもかかわらず，タタ・インディカ

は 20％以上のシェアを有している。中型⾞市

場は成⻑著しいものの，乗⽤⾞市場全体の 12％

を占めているにすぎない。将来性を⾒込んで７

社が参⼊しており，メーカー数の過剰感は拭え

ない。ここに投⼊されているタタ・インディゴ

は約 30％の市場シェアを掌握している。

第３の市場として期待されている UVs の場

合，乗⽤⾞市場の約 17％を占めており，前年⽐

で約 20％成⻑しており，主な参⼊メーカーは３

社で同社の市場シェアは約 20％である。ただ

し，UVs のシェアは 2000 年の 26％から後退し

ており，他のライバルメーカーの追い上げが激

しいことを物語っている。このように３セグメ

ントの市場に同社はいずれも参⼊しており，商

⽤⾞市場における地盤固めを⾏いつつ，乗⽤⾞

市場での⼀段のシェア伸張の機会をうかがって

いると⾔ってよい。

以上が国内市場における販売状況であるが，

国外市場に眼を向けた場合，注⽬されるのは，

販売⾼全体の相対的な⽐率は依然として⼩さい

ものの，着実に輸出が増加しているという点で

ある。03-04 年の同社の利益内訳（部品販売，

配当収益など含む）をみると，国内⾃動⾞販売

からが 133240 万ルピーを占め，全体の 85.7％

を占め，04-05 年のそれが 176360 万ルピーと前

年⽐増が著しいが，構成⽐⾃体は 85.14％とほ
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とんど変わっていない。これに対して輸出から

の利益構成⽐は 03-04 年の 6.75％（10490 万ル

ピー）から 04-05 年には 7.35％（15180 万ル

ピー）と微増ながらも，国外輸出販売からの利

益は 50％近く増えている。（TTM ［2005］ p.

14. p. 15）。

⽇本市場ではなじみが薄いが，商⽤⾞で

TTM は世界で９番⽬の販売規模を誇ってお

り，04-05 年の⾃動⾞輸出は３万台を超えてい

る。既に述べたように東アジア市場へも積極的

に進出しており，韓国では 04 年に TTM が⼤

宇を買収し，タタ⼤宇を設⽴している。韓国市

場で同社は⼤型トラックの市場シェアの 30％

近くを握っており，5.5 トンクラスの中型ト

ラック市場への進出も計画している。このため

同クラスを韓国国内で⽣産・販売しているヒュ

ンダイ，起亜との競合が予想されている。また

同年にスペインの Hispano Carrocera SA に

21％の出資を⾏い，Hispano Carrocera SAから

技術とブランド権を得ている。さらにTTMは

専⾨ディーラーも配置しており，スペインには

Nissho Motor Espana, S. A.，を，オーストラリ

アにはWodonga Car World と V. P. M Pty. Ltd

を配置しており，英国市場にも輸出を⾏ってい

る（knowIndia. net，International Highway,

www.iijnet.or.jp，同社Web-site）。

むろんTTMの歴史が⻑いと⾔っても，⾃動

⾞開発や技術が純粋培養的に進歩したわけでは
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表４ 直近のタタ・モーターズの販売実績

カテゴリー

⾃動⾞産業全体の販売台数
（輸出含む）

TTMの販売台数
（輸出含む）

TTMの市場シェア
（輸出含む）％

2004/05 2003/04
成⻑率
（％）

2004/05 2003/04
成⻑率
（％）

2004/05 2003/04

商⽤⾞ 3,48,387 2,77,546 25.52 2,09,591 1,63,148 28.47 60.2 58.8

乗⽤⾞ 12,27,703 10,31,387 19.03 1,89,975 1,51,111 25.72 15.5 14.7

総計 15,76,090 13,08,933 20,41 3,99,566 3,14,259 27.15 25.4 24.0

商⽤⾞

カテゴリー
（国内販売）

⾃動⾞産業全体の販売台数 TTMの販売台数 TTMの市場シェア

2004/05 2003/04
成⻑率
（％）

2004/05 2003/04
成⻑率
（％）

2004/05 2003/04

M/HCVs 1,98,561 1,61,395 23.03 1,29,244 1,03,169 25.27 65.1 63.9

LCVs 1,19,877 98,719 21.43 60,749 49,020 23.91 50.7 49.7

商⽤⾞総計 3,18,438 2,60,114 22.42 1,89,993 1,52,195 24.83 59.7 58.5

乗⽤⾞

カテゴリー
（国内販売）

⾃動⾞産業全体の販売台数 TTMの販売台数 TTMの市場シェア

2004/05 2003/04
成⻑率
（％）

2004/05 2003/04
成⻑率
（％）

2004/05 2003/04

乗⽤⾞ 8,19,918 6,96,153 17.78 1,44,827 1,08,167 33.89 17.7 15.5

UVs 1,76,339 1,46,388 20.46 34,249 31,851 7.53 19.4 21.8

MPVs 65,033 59,555 9.20 ― ― ― ― ―

乗⽤⾞総計 10,61,290 9,02,096 17.65 1,79,076 1,40,018 27.89 16.9 15.5

出所）TTM [2005], Annual Report, pp. 30-31.



なく，先進国メーカーとの技術提携が基盤に

なったことは⾔うまでもない。54 年に同社は

ドイツのダイムラー・ベンツと提携したが，こ

の提携は 69 年に終了している。現在はフィ

アット社との提携を模索している。関連会社は

部品，⾦融関係なども含めれば，05 年現在で先

述の韓国の現地法⼈タタ⼤宇をはじめとして，

Telco Construction Equipment，TaTa Tech-

nologies，HV Axles，HV Transmissions，TAL

Manufacturing Solutions，Concorde Motors

（India）など 12 社にのぼっている。

本格的な⾃動⾞産業全体での⽣産・販売台数

が伸びていく 2000 年以前の TTMの状況をみ

てみると，⾃動⾞販売台数では 96 年には輸出

も含めて約 17 万５千台にすぎなかった。翌 97

年に 20 万台⽔準を突破したものの，同年をピー

クとして 99 年までいったん低下傾向を⺬し，

再び 00 年に 20 万台⽔準に到達している。他⽅

で同社の供給する部品売上⾼は 96 年に 2000 万

ルピーを超え，増加傾向を辿りながら，00 年に

4000 万ルピーに近づくというように，⾃動⾞販

売後における部品販売増を惹起する効果があら

われていた。こうした状況に伴って，98-99 年

の全売上⾼は 65940 万ルピーから 99-00 年には

89630 万ルピーへと増えている（TELCO,

Annual Report ［1999-00］ ix-xii）。

このようにTTMはインド唯⼀の総合⾃動⾞

メーカーであることからモーターリゼーション

の進展によって，また政府の⾃動⾞政策を通じ

て，地場資本の中で最も優位に位置しており，

グローバル企業の道を歩みつつあると⾔っても

過⾔ではなかろう。

Ⅵ．補論：国内部品産業の動向（アンケー

ト調査より刈⾕市の事例）

最後に結びに代える形で国内部品産業の⼆次

メーカー，三次メーカー，下請け企業のインド

⾃動⾞市場に対する関⼼度に⾔及しておきた

い。付表に⺬したように現在までのところイン

ドに進出している部品メーカーは組み⽴てメー

カーと共に進出した系列・⼤⼿部品メーカーに

限定されている。今後，⼆次メーカー，三次メー

カーが進出する際，同じくインド国内での中⼩

零細メーカーとの競合が⽣じうる部品について

は政府当局による留保品⽬を理由とした参⼊障

壁が存在しており，現地進出条件と環境は系

列・⼤⼿部品メーカーに⽐較して恵まれている

とはいえない。

こうした⽇本国内の部品メーカーがインド市

場に対して，現時点でどれほどの関⼼度を有し

ているのかは定かではなく，全体的な調査も今

のところ存在しない。従って本節ではあくまで

もサンプリングによるアンケート調査であるこ

とを断った上で，後発組として進出したトヨタ

のお膝元ともいえる刈⾕市の部品メーカーの関

⼼度と現時点での対応の⼀端を紹介しておくこ

ととしよう
(6)
。

『愛知県統計年鑑』（平成 13 年度刊）によれば，

2001 年時点で輸送機器の事業所数はトヨタ⾃

動⾞の城下町ともいえる豊⽥市の 192 に対して

刈⾕市は 141 を数えている。しかし前者におけ

る当該従業者数が約６万３千⼈であるのに対し

て，後者の当該従業者数は約２万９千⼈にすぎ

ない。つまり１事業所当たりの平均従業者数は

豊⽥市が約 328 ⼈なのに対して，刈⾕市は 205

⼈というように相対的には⼩規模といえるが，

両市内の他業種と⽐較すれば，例えば刈⾕市の

⾦属製品の１事業所の平均従業者数は約 17 ⼈

にすぎないように，輸送機器の１事業所当たり

の規模は格段に⼤きい（同年鑑，157-158 ⾴，

171-172 ⾴）。トヨタ⾃動⾞の系列企業が集中

しているがゆえであるが，むろん数の上では⼆

次，三次メーカー，中⼩零細企業が多い。

ここでは 05 年 11 ⽉９⽇に⾏われた刈⾕商⼯

会議所において，主として市内の⾃動⾞部品関
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連の中⼩企業経営者向けのインドセミナー（講

師は筆者）の際に実施したアンケート調査に基

づいて，インド市場，および海外市場に対する

市内部品企業の現時点での係わり合いを⾒てい

くことにしよう。付表１は６項⽬の質問事項を

記したアンケート⽤紙であり，有効回答企業数

は 28 社である。28 社の規模の内訳は様々であ

り，10 ⼈以下の企業から 300 ⼈以上までの企業

の７段階に分けた。そして集計結果をまとめた

ものが付表２である。

まず規模の分布であるが最も多いのは従業員

数 300 ⼈以上の企業であって，13 社に達してお

り，続いて 100 ⼈以上が７社となっている。こ

れは先に⾔及した『愛知県統計年鑑』に⺬され

た分布傾向と⼀致し，企業規模が⽐較的⼤きい

ことがわかる。さて問題は取引先企業からイン

ドへの進出を打診されたことがあるか，という

質問事項に対する回答であるが，「ある」と回答

した企業は５社にのぼっていることである。こ

の点はやや意外であった。また「ある」と回答

した企業については，特に規模（従業員数）と

の相関関係を⾒出すことができなかった。その

内訳は従業員数 10 ⼈以下が２社，50 ⼈以上が

２社，300 ⼈以上が１社であった。このような

分布の特徴は企業規模に関係なく製造部品の特

性によるものと考えられる。

３つめの質問項⽬で進出先として興味（関⼼）

のある国は中国が９社，インドとタイが各５社

となっており，中国への関⼼度が相変わらず強

いことがわかる（複数記⼊あり）。４つめの質

問項⽬で既に海外進出していると回答した企業

は３社だけだった。規模の内訳は従業員数 300

⼈以上２社（それぞれ中国・タイおよび北⽶・

中国と回答）と 100 ⼈以上が１社（タイへ進出）

だけだった。

５番⽬の項⽬として現在，海外へ部品を輸出

している企業についても，企業規模にばらつき

があり，最も規模の⼤きい従業員 100 ⼈以上の

企業が⽶国とタイへ，これ以下の規模の残り３

社は中国，東南アジア諸国，オーストラリア，

ヨーロッパ，ロシア，アルゼンチンと輸出先が

広範囲にわたっている。注⽬されるのは既にイ

ンドへ部品を輸出している企業が２社あること

である。この２社は各々従業員数 10-19 ⼈，50

⼈以上の規模であった。その内の１社について

は，調査⽇に開催されたセミナーでの質疑応答

の際，インド向け輸出に関わる⼿続きが遅い，

という不満が経営者から寄せられた。

さて最後の質問項⽬（複数記⼊）であるが，

ここではインドへ進出する際，部品メーカーが

最も懸念する事項として，労働慣習（カースト，

宗教等）を挙げた企業が 19 社とトップになっ

ている。いわば⽂化的・宗教的違いによる懸念

は部品メーカーに限らず，⼀般的に想像しやす

い事項であると考えられる。とりわけ東アジア

地域と異なってインドに対して⽇本で⻑年の

間，形成されてきた⼀般的なイメージも関係し

ているのではないか，と推察される。これは「情

報不⾜」（第３位）「地理的に遠い」という項⽬

を選択した経営者が多かったことにもよくあら

われているといえる。選択回答で第２位には

「政治経済的な不安定」が挙がっており，これ

らの懸念事項は組み⽴てメーカー，系列企業が

過去，実績を積んできたASEAN先発諸国や中

国に⽐較して情報に接する機会が少ないためで

はないか，と推察される。

以上の集計結果から暫定的に⾔えることは，

以前よりは各種メディアを通じて報じられ，イ

ンドに関する情報に⼀般の⼈々が触れる機会が

増えているものの（特に経済的な情報），インド

市場へ輸出を⾏う場合，あるいは進出する場合，

中⼩企業を⼗分バックアップする情報提供のた

めの体制構築や組織づくりが必要であるという

点であろう。従来は親企業・取引メーカー・商

社などをつうじてもたらされていた情報につい

ても，それが⼆次・三次メーカーのところまで
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必ずしも伝達されているわけでなく，親企業・

取引メーカー・商社の情報とこれら企業を通じ

た進出先での学習結果と経験値が活かされる機

構整備が進展し，情報・取引コストを減じるよ

うな仕組みづくりが必要と思われる。

Ⅶ．おわりに

最後にインド⾃動⾞市場に関する課題と展望

をまとめて，本稿の締めくくりとしておきたい。

本稿の前半部で概観したようにインドにおける

モーターリゼーションは都市部を中⼼にして拍

⾞がかかっており，これに伴い外資メーカー，

外資部品メーカーの進出にも拍⾞がかかってい

る。またインドを完成⾞・部品輸出の拠点とす

る外資の動きも活発である。

外資としては進出において先⾏したスズキの

乗⽤⾞市場シェアにおける優位性が揺ぎ無いも

ののとはいえ，市場シェアの⼤きい部分ではス

ズキにヒュンダイ，TTM を加えたインドの

ビッグ３を軸にしてトヨタ，欧⽶メーカー，地

場資本による加熱した競争がより進展していく

ことは否定できない。と同時に外資・地場の部

品メーカーを合わせ，それらを巻き込んだ部品

産業と市場，および組み⽴てメーカー間の取引

の進展によって，どのような再編と成⻑が今後

進展していくのか，を⾒据えた上での観察が持

続的に必要とされている。この点は研究上の⼤

きな課題でもある。

後発のトヨタが上述したようにインドのビッ

グ３（スズキ，TTM，ヒュンダイ）を軸とした

競争展開の中で，従来の⼩規模⽣産に⾒合う⽣

産・流通・販売システムから，どのような形で

拡⼤路線へ経営戦略を展開させていくのか，こ

の点もさらなる観察と分析が今後も必要とされ

るが，⼀つ⾒逃せないのは国内部品メーカーの

動向であることには変わりはない。この点につ

いては時期を改めて再度の本格的な検証を⾒据

えておきたい。

注

⑴ 元々ミルクラン⽅式とは乳業メーカーの運搬⾞が

各乳⽜⽣産農家を回って製品を直接回収する⽅式か

ら名づけられた。

⑵ タタ・モーターズの主⼒は商⽤⾞であって，乗⽤

⾞も含めて南アフリカ，スリランカ等に輸出してい

る。マレーシア市場も同社の重要なターゲットと

なっており，国内だけでなく，近年積極的な海外戦

略が⽬⽴っている。また⼦会社は⽇⽴との合弁会社

TELCO が掘削機市場で約 50％の市場シェアを

持っている。タタグループは⽇⽴グループとの提携

を通じて⽇本とも関係が深い。また 04 年に韓国の

⼤宇商⽤⾞を買収し，韓国内でのトラック市場への

参⼊を果たしており，タタモーターズは韓国 POS-

CO から⾃動⾞⽤鋼材の供給も受けている。（POS-

CO ⾃⾝も既にインド進出を発表している）。この

ように同社は国際的アライアンスを積極的に進めて

おり，04 年９⽉に NY 証券取引所に上場を果たし

ている。

⑶ ⼩規模⼯業の定義は機械・設備投資額が 1000 万

ルピー以下のものを指す。また動⼒使⽤で 10 ⼈以

下，不使⽤で 20 ⼈以下が未組織部⾨として⼯場法

で規定されている。⼩規模⼯業の多くがこの未組織

部⾨に属しており，同部⾨に⼀定の優遇措置が与え

られている。

⑷ 解雇処分撤回を訴え始まった同争議は共産党が関

与したことで，インド国内では⾮常に⼤きなニュー

スとなった。最終的に中央政府が乗り出し解雇処分

撤回によって争議は終息した。

⑸ JIT が機能しているという点についてはTKMの

豊島淳社⻑の新聞インタビューへの答えを引⽤して

おく。「毎⽇，必要な数量だけが着実に配送されて

くる」（『⽇経産業新聞』2005 年９⽉ 29 ⽇）。

⑹ 同アンケート調査は 2005 年 11 ⽉９⽇刈⾕商⼯会

議所にて⾏われた海外戦略講習会「インド市場を攻

略するコツ」（主催：刈⾕商⼯会議所・中⼩企業相談

所，社団法⼈刈⾕法⼈会刈⾕⽀部，協⼒：名古屋・

ハイデラバード協会）にて実施したものである。
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付表１ アンケート 企業経営者の⽅のみ（無記名式）

各質問項⽬に対して該当する番号を○で囲ってください。

１．御社の規模は（従業員数）

①10⼈以下 ②10-19⼈ ③20-49⼈ ④50⼈以上 ⑤100⼈以上 ⑥200⼈以上 ⑦300⼈以上

２．取引先企業からインドへの進出を打診されたことがある。

①ある ②ない

３．もし海外進出するとしたらどの国に興味がありますか。

①インド ②中国 ③タイ ④インドネシア ⑤ベトナム ⑥その他（ ）

４．海外進出をしたことがある，あるいは現在進出中である企業はその国名を記⼊して下さい。

国名（ ）複数記⼊可

５．現在海外へ輸出している企業の⽅のみ，輸出先を記⼊してください。

国名（ ）複数記⼊可

６．インドへ進出する場合（仮定），どのようなことが懸念されますか（複数記⼊可）。

①政治経済的な不安定 ②労働慣習（カースト，宗教など） ③地理的に遠い ④道路・交通インフラな

どの未整備 ⑤情報不⾜ ⑥その他（ ）複数記⼊可

ご協⼒ありがとうございました。

付表２ 部品メーカーへのアンケート集計結果

質問事項 集計結果（N＝28）

１．企業規模（従業員数）
⑦300⼈以上13社 ⑤100⼈以上７社 ④50⼈以上３社
①10⼈以下３社 ③20-49⼈１社 ②10-19⼈１社

２．取引先企業からのインド進
出への打診の有無

①有り５社 ②無し23社

３．進出先として関⼼のある国 ②中国９社③タイ５社①インド５社⑤ベトナム３社

４．海外進出の有無と国名

有り３社
従業員数300⼈以上A社中国，タイ，同300⼈以上B社北⽶，中国

同100⼈以上C社タイ

５．輸出先有り

計５社 従業員数300⼈以上A社北⽶・中国，同100⼈以上B社⽶国，タ
イ，同50⼈以上C社インド，中国，タイ，インドネシア，シンガポール，
マレーシア，⽶国，オーストラリア，同50⼈以上D社インド，中国，タ
イ，インドネシア，シンガポール，マレーシア，フィリピン，オース
トラリア，⽶国，同10-19⼈E社インド，中国，韓国，タイ，インドネ
シア，フィリピン，⽶国，独，英，伊，露，アルゼンチン

６．インド進出に際しての懸念
②労働慣習19社 ①政治経済的な不安定12社 ⑤情報不⾜10社
①地理的に遠い８社 ④道路・交通インフラの未整備８社

注）４，５の集計結果の社名（A-E）は便宜的なものであって，同⼀ではない。
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